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平成１６年１１月１７日

規制改革・民間開放推進会議

官製市場民間開放委員会 御中

厚 生 労 働 省

「第５回官製市場民間開放委員会における資料要求項目について」

に対する回答について

標記については、下記のとおり回答する。

記

○ 年に日本医師会総合政策研究機構が発表した混合診療に関するレポー2000
「 」 、ト 保険給付と保険外負担の現状と展望に関する研究報告書 第３章において

保険外負担の事例の調査結果が記載されているが、こうした混合診療が現場で

行われているのが事実であれば、これらは違法であって、取り締まるべきとの

認識をお持ちか否か、貴省のご見解を示した資料を提出頂きたい。併せて、こ

れらが事実であるならば、その結果、誰に対して具体的にどのような弊害が生

じたと認識しているのかについての事例に即した資料を提出頂きたい。

御指摘のレポートについては 「こうした混合診療が現場で行われているの、

が事実」かどうか把握していないが、仮に患者からの不適切な費用の徴収が行

われている場合には、地方社会保険事務局等により適宜指導、監査等を行うと

ともに、不適切に行われた徴収分について、被保険者等への返還を命じている

ところである。



2

○ また、貴省が混合診療禁止の根拠と考える法令の具体的な規定を示すととも

に、その規定が何ゆえに混合診療禁止という法的効果をもたらすことになるの

かを具体的に明らかにする法解釈論を示す資料を提出頂きたい。

別添のとおり。

以 上



健康保険法における療養の給付等の法的構成

１ 健康保険法の体系

「健康保険法（大正１１年法律第７０号 」に規定される「療養の）

給付」については、仮に、療養費構成とし償還払いとした場合、被保

険者が一時的に立て替え払いしなければならず、療養を受けることが

できないおそれがあることから 「現物給付」として構成されている。、

一方、医学の進歩や患者ニーズの多様化に対応するため、健康保険

法上、保険外の新しい高度医療技術や追加的な医療サービスを受けた

ときには 「現金給付」として、保険診療部分について「特定療養費」、

（第８６条）を償還払いすることとされている。 ただし、実際の支

給に当たっては、被保険者に一時的にせよ経済的負担を強いることの

ないよう、健康保険法上「現物給付化」構成を取ることにより、受領

委任払いを認めている。

２ 「混合診療」禁止の法的構成について

健康保険法上「療養の給付」については 「現物給付」として構成、

されている。

また、同法上、療養の給付を受ける際に、患者が支払うこととされ

ているのは「一部負担金 （第７４条）のみである。」

つまり、同法上 「療養の給付」については、一部負担金以外に患、

者から金銭を受け取ることは禁止されているものと解される。

一方、健康保険法は、特定療養費制度（第８６条）を設け 「高度、

先進医療」と「選定療養」について、例外的に一定のルールの下で保

険診療と保険外診療との併用を認めている。

「保険医療機関及び保険医療養担当規則(昭和３２年厚生省令第１

５号) （以下「療担規則」という ）第５条第２項等においては、保険」 。

医療機関等は、選定療養及び高度先進医療に係る費用については、上

乗せ額の支払いを受けることができることとされている。

なお、療担規則において、保険医は、原則として、特殊療法等や薬

。価基準に収載されている医薬品以外の薬物等の使用を禁止されている



（参考）

○ 健康保険法（大正十一年法律第七十号）

（療養の給付）

第六十三条 被保険者（老人保健法（昭和五十七年法律第八十号）の規定によ

る医療を受けることができる者を除く。以下この条、第八十五条、第八十六

、 。） 、条 第八十八条及び第九十七条において同じ の疾病又は負傷に関しては

次に掲げる療養の給付を行う。

一 診察

二 薬剤又は治療材料の支給

三 処置、手術その他の治療

四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

（ 。２ 食事の提供である療養 前項第五号に掲げる療養と併せて行うものに限る

以下「食事療養」という ）に係る給付及び被保険者の選定に係る特別の病。

室の提供その他の厚生労働大臣が定める療養（以下「選定療養」という ）。

に係る給付は、同項の給付に含まれないものとする。

（略）

（一部負担金）

第七十四条 第六十三条第三項の規定により保険医療機関又は保険薬局から療

養の給付を受ける者は、その給付を受ける際、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該給付につき第七十六条第二項又は第三項の規定により算定した

額に当該各号に定める割合を乗じて得た額を、一部負担金として、当該保険

医療機関又は保険薬局に支払わなければならない。

一 次号又は第三号に掲げる場合以外の場合 百分の三十

二 七十歳に達する日の属する月の翌月以後である場合（次号に掲げる場合

を除く ） 百分の十。

三 七十歳に達する日の属する月の翌月以後である場合であって、政令で定

めるところにより算定した報酬の額が政令で定める額以上であるとき 百

分の二十

２ 保険医療機関又は保険薬局は、前項の一部負担金の支払を受けるべきもの

とし、保険医療機関又は保険薬局が善良な管理者と同一の注意をもってその

支払を受けることに努めたにもかかわらず、なお療養の給付を受けた者が当

該一部負担金の全部又は一部を支払わないときは、保険者は、当該保険医療

機関又は保険薬局の請求に基づき、この法律の規定による徴収金の例により



これを処分することができる。

（特定療養費）

第八十六条 被保険者が、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる療

、 、 。養を受けたときは その療養に要した費用について 特定療養費を支給する

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学の附属施設で

ある病院その他の高度の医療を提供するものとして厚生労働省令で定める

要件に該当する病院又は診療所であって厚生労働大臣の承認を受けたもの

（第十二項において準用する第六十五条の規定により、病床の全部又は一

部を除いて承認を受けたときは、その除外された病床を除く。以下「特定

承認保険医療機関」という ）のうち自己の選定するものから受けた療養。

二 第六十三条第三項各号に掲げる病院若しくは診療所（特定承認保険医療

機関を除く ）又は薬局（以下「保険医療機関等」と総称する ）のうち自。 。

己の選定するものから受けた選定療養

２ 特定療養費の額は、第一号に掲げる額（当該療養に食事療養が含まれると

きは、当該額及び第二号に掲げる額の合算額）とする。

一 当該療養（食事療養を除く ）につき第七十六条第二項の定めを勘案し。

て厚生労働大臣が定めるところにより算定した費用の額（その額が現に当

、 ）該療養に要した費用の額を超えるときは 当該現に療養に要した費用の額

から、その額に第七十四条第一項各号に掲げる場合の区分に応じ、同項各

号に定める割合を乗じて得た額を控除した額

二 当該食事療養につき前条第二項に規定する厚生労働大臣が定める基準に

より算定した費用の額（その額が現に当該食事療養に要した費用の額を超

えるときは、当該現に食事療養に要した費用の額）から標準負担額を控除

した額

３ 被保険者が特定承認保険医療機関から療養を受け、又は第六十三条第三項

第一号若しくは第二号に掲げる病院若しくは診療所（特定承認保険医療機関

を除く ）若しくは薬局から選定療養を受けたときは、保険者は、その被保。

険者が当該特定承認保険医療機関又は病院若しくは診療所若しくは薬局に支

払うべき療養に要した費用について、特定療養費として被保険者に対し支給

すべき額の限度において、被保険者に代わり、当該特定承認保険医療機関又

は病院若しくは診療所若しくは薬局に支払うことができる。

４ 前項の規定による支払があったときは、被保険者に対し特定療養費の支給

があったものとみなす。

（略）

○ 保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和三十二年厚生省

令第十五号）



（一部負担金等の受領）

第五条 保険医療機関は、被保険者又は被保険者であつた者については法第七

十四条の規定による一部負担金、法第八十五条に規定する標準負担額（同条

第二項の規定により算定した費用の額が標準負担額に満たないときは、当該

費用の額とする。以下単に「標準負担額」という ）及び法第八十六条の規。

定による療養（食事の提供たる療養（法第六十三条第一項第五号に掲げる療

養と併せて行うものに限る。以下「食事療養」という ）を除く ）について。 。

の費用の額に法第七十四条第一項各号に掲げる場合の区分に応じ、同項 各

号に定める割合を乗じて得た額（食事療養を行つた場合においては標準負担

。） 、 、額を加えた額とする の支払を 被扶養者については法第七十六条第二項

第八十五条第二項又は第八十六条第二項第一号の費用の額の算定の例により

算定された費用の額から法第百十条の規定による家族療養費として支給され

る額に相当する額を控除した額の支払を受けるものとする。

２ 保険医療機関は、食事療養に関し、当該療養に要する費用の範囲内におい

て法第八十五条第二項又は第百十条第三項の規定により算定した費用の額を

超える金額の支払を、法第六十三条第二項に規定する選定療養に関し、当該

療養に要する費用の範囲内において法第八十六条第二項又は第百十条第三項

の規定により算定した費用の額を超える金額の支払を受けることができる。

第五条の二 特定承認保険医療機関は、被保険者又は被保険者であつた者につ

いては法第八十六条の規定による療養（食事療養を除く ）についての費用。

の額に法第七十四条第一項各号に掲げる場合の区分に応じ、同項各号に定め

る割合を乗じて得た額（食事療養を行つた場合においては標準負担額を加え

た額とする ）の支払を、被扶養者については法第七十六条第二項、第八十。

五条第二項又は第八十六条第二項第一号の費用の額の算定の例により算定さ

れた費用の額から法第百十条の規定による家族療養費として支給される額に

相当する額を控除した額の支払を受けるものとする。

２ 特定承認保険医療機関は、食事療養及び当該特定承認保険医療機関におい

て高度先進医療として厚生労働大臣の承認を受けた療養その他厚生労働大臣

の定める療養に関し、当該療養に要する費用の範囲内において法第八十六条

第二項又は第百十条第三項の規定により算定した費用の額を超える金額の支

払を受けることができる。

（特殊療法等の禁止）

第十八条 保険医は、特殊な療法又は新しい療法等については、厚生労働大臣

の定めるもののほか行つてはならない。ただし、特定承認保険医療機関にお



いて行う第五条の二第二項に規定する厚生労働大臣の承認を受けた療養につ

いては、この限りでない。

（使用医薬品及び歯科材料）

、 、第十九条 保険医は 厚生労働大臣の定める医薬品以外の薬物を患者に施用し

又は処方してはならない。ただし、薬事法 （昭和三十五年法律第百四十五

号）第二条第十五項 に規定する治験（以下「治験」という ）に係る診療に。

おいて、当該治験の対象とされる薬物を使用する場合その他厚生労働大臣が

定める場合においては、この限りでない。

２ 歯科医師である保険医は、厚生労働大臣の定める歯科材料以外の歯科材料

を歯冠修復及び欠損補綴において使用してはならない。ただし、別に厚生労

働大臣が定める場合においては、この限りでない。

３ 保険医が特定承認保険医療機関において行う第五条の二第二項に規定する

厚生労働大臣の承認を受けた療養については、前二項の規定は適用しない。


